
（ウ）公共賃貸住宅の適切な供給
公共賃貸住宅の供給は、民間による賃貸住宅

の供給を補完するものであり、公営住宅、都市
機構賃貸住宅、公社賃貸住宅等それぞれの目的
に応じた住宅の供給に努めている。
公営住宅は、住宅に困窮する低額所得者に対

して良質な賃貸住宅の供給を行うことを目的に
整備が行われており、平成１８年度末のストック
は約２１９万戸となっている。
都市機構賃貸住宅は、大都市地域等において

ファミリー向け賃貸住宅を中心として独立行政
法人都市再生機構が供給しており、平成１８年度
末の管理戸数は約７７万戸となっている。
公社賃貸住宅は、地方住宅供給公社により、

地域の賃貸住宅の需要状況に応じ、住宅金融支
援機構融資や地方公共団体融資等の資金を活用
して供給されており、平成１８年度末の管理戸数
は約１５万戸となっている。
また、既設公営住宅及び既設都市機構賃貸住

宅について高齢者の生活特性に配慮した設備・
仕様の改善を推進するとともに、特に老朽化し
た公共賃貸住宅については、居住水準の向上等
を図るため、建て替えを計画的に推進している。

（エ）住宅市場の環境整備
ライフステージに応じた住み替えや買い換え

を通じて既存住宅ストックを有効に活用し得る
ような市場を整備するため、既存住宅流通市
場、住宅リフォーム市場等の環境整備に向けた
施策を展開している。
また、訪問販売等による住宅リフォーム工事

契約に伴う被害が発生し、社会問題になってい
る状況を踏まえ、消費者が安心してリフォーム
や耐震改修ができるよう、全国の都道府県・市
町村で約１，３００箇所のリフォーム相談窓口を設
置している。

イ 多様な居住形態への対応
（ア）持家における同居等のニーズへの対応
高齢者の多様な居住形態に対応した住宅供給

を促進していく必要があるため、独立行政法人
住宅金融支援機構の証券化支援事業において親
族居住用住宅を対象とするとともに、親子が債
務を継承して返済する親子リレー返済（承継償
還制度）を実施している。

（イ）高齢者の民間賃貸住宅への入居の円滑化
民間賃貸住宅においては、家賃滞納等への不

安から高齢者の入居が敬遠される事例が見られ
ることから、高齢者居住法に基づく、高齢者の
入居を拒まない賃貸住宅の登録・閲覧制度に、
専ら高齢者に賃貸する住宅についてより詳細な
情報提供を行う制度として高齢者専用賃貸住宅
制度を平成１７年度に追加し高齢者に対する情報
提供体制を整備するとともに、高齢者居住支援
センターにおいて登録された賃貸住宅（登録住
宅）に入居する高齢者世帯に対する家賃債務保
証制度を行うことにより、高齢者の居住の安定
確保を図っている。なお、当該家賃債務保証制
度については、１９年度より家賃債務に加え、原
状回復や訴訟に要する費用についても保証の対
象に追加している。
また、地方公共団体、NPO、社会福祉法人、

関係団体等が連携して、高齢者等に対する居住
支援等を行うあんしん賃貸支援事業を平成１８年
度に創設し、上記制度と併せ、高齢者等の入居
の円滑化と安心できる賃貸借関係の構築の支援
に取り組んでいる。

（ウ）高齢者のニーズに対応した公共賃貸住宅
の供給

公共賃貸住宅については、高齢者のニーズに
対応するため、公営住宅において、高齢者世帯



を優先入居の対象とする老人世帯向公営住宅を
供給している。また、６０歳以上の者については
単身入居を認めるとともに、高齢者世帯の入居
収入基準を地方公共団体の裁量で一定額まで引
き上げることを可能にしている。
都市機構賃貸住宅においては、高齢者同居世

帯等に対して、新規賃貸住宅における募集時に
当選率を優遇するとともに、１階又はエレベー
ター停止階への住宅変更を認めるなどの措置を
行っている（表２－３－３０）。

（エ）高齢者の高齢期に適した住宅への住み替
え支援

高齢者の所有する戸建て住宅等を、広い住宅

を必要とする子育て世帯等へ賃貸することを円
滑化する制度を平成１８年に創設し、高齢者の高
齢期の生活に適した住宅への住み替えを図って
いる。

ウ 自立や介護に配慮した住宅の整備
（ア）高齢者の自立や介護に配慮した住宅の建

設及び改造の促進
加齢等による身体機能の低下や障害が生じた

場合にも、高齢者が安心して住み続けることが
できるよう、「高齢者が居住する住宅の設計に
係る指針」（平成１３年国土交通省告示第１３０１号）
の普及など住宅のバリアフリー化の施策を積極
的に展開している（表２－３－３１）。

年度
老人世帯向 都市機構住宅の優遇措置戸数 住宅金融公庫の

割増貸付け戸数公営住宅建設戸数 賃 貸 分 譲 計
平成２年度 ９３７ ２，６６５ ６８４ ３，３４９ ―
３ １，１０９ ２，０１４ ６０８ ２，６２２ ２１，４９８
４ １，３２４ ２，０８８ ２２１ ２，３０９ ２７，９３４
５ ２，１７８ ２，０９６ ２１７ ２，３１３ ５７，７９５
６ １，４３８ １，６５８ ７９６ ２，４５４ ８０，３６５
７ ２，０３２ ２，５３２ ５７２ ３，１０４ ２０，５９３
８ １，９４１ ３，１４６ ４４２ ３，５８８ ５５，９５１
９ １，５６３ ３，１９８ ４８５ ３，６８３ ３８，６８９
１０ ２，０５７ ３，１４３ ５７１ ３，７１４ ３４，８３２
１１ ２，３３３ ４，３４９ ５３１ ４，８８０ １１，８３１

（９４６）
１２ １，４７６ ８，２６５ ２１２ ８，４７７ ４，９５１

（２，３１７）
１３ １，２１６ １０，３４４ １２３ １０，４６７ ２，８２２

（４，９６３）
１４ １，２０３ ８，９５９ １４９ ９，１０８ １，１１５

（４，１１７）
１５ ６２７ ７，５７４ ４５ ７，６１９ ５５８

（３，５２４）
１６ ７２４ ５，５１０ ０ ５，５１０ ２４４

（３，３５３）
１７ １，３３３ ２，９４４ ０ ２，９４４ ６０

（１，６６２）
１８ ８５９ ２，９５７ ０ ２，９５７ １８

（１，２９４）

表２－３－３０ 公営住宅等の高齢者向け住宅建設戸数

資料：国土交通省
（注１）平成１６～１８年度の老人世帯向公営住宅建設戸数については実績見込みである。
（注２）都市機構住宅の優遇措置戸数には、障害者及び障害者を含む世帯に対する優遇措置戸数を含む（空家募集分を含む）。
（注３）優遇措置の内容としては、当選率を一般の１０倍としている。
（注４）（ ）内は高齢者向け優良賃貸住宅戸数であり内数である。
（注５）住宅金融公庫の割増（平成１０年に制度改正）貸付け戸数は、マイホーム新築における高齢者同居世帯に対する割増貸付け戸数である。

この制度は平成１７年度をもって廃止されたが、平成１７年度中に申込みを受け付けた貸付け戸数を平成１８年度以降に表示した。
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高齢者居住法に基づき、民間土地所有者によ
るバリアフリー化された高齢者向けの賃貸住宅
の供給促進を図る高齢者向け優良賃貸住宅制度
や、加齢対応構造等を有する住宅への改良に対
して独立行政法人住宅金融支援機構等の金融機
関が行う融資について、元金の返済は死亡時に
一括償還とすることができる高齢者向け返済特
例制度を設けている。
独立行政法人住宅金融支援機構においては、

証券化支援事業において、バリアフリー等の性
能が特に高い住宅に金利の引下げを行う優良住
宅取得支援制度を設けている。
さらに、住宅のバリアフリー改修の促進を図

るため、高齢者等が居住する住宅において一定
のバリアフリー改修工事を行った場合に、所得
税や固定資産税を軽減する特例措置を講じてい
る。
勤労者財産形成住宅貯蓄においては、一定の

バリアフリー改修工事を増改築等の適格払出し
の範囲に加えている。

（イ）公共賃貸住宅
公共賃貸住宅においては、バリアフリー化を

推進するため、新たに供給するすべての公営住

宅、改良住宅（不良住宅密集地区の改良等によ
る住宅）及び都市機構賃貸住宅について、段差
の解消等の高齢化に対応した仕様を標準化して
いる。
この際、公営住宅、改良住宅の整備において

は、中層住宅におけるエレベーター設置等の高
齢者向けの設計・設備によって増加する工事費
について補助の対象としている。都市機構賃貸
住宅についても、中層住宅の供給においてはエ
レベーター設置を標準としている。

（ウ）住宅と福祉の施策の連携強化
加齢等による身体機能の低下や障害が生じた

場合でも、可能な限り自立かつ安心して在宅生
活を営めるようにするためには、住宅設備等の
ハード面での配慮に加えて、医療・福祉サービ
スといったソフト面からも生活の支援を行って
いくことが重要である。このため、福祉施策と
の連携を図りつつ、高齢者向けの公共賃貸住宅
の整備を積極的に推進している。
シルバーハウジング・プロジェクト事業とし

て、日常生活上自立可能な高齢者単身世帯、高
齢者のみの世帯、高齢者夫婦世帯等を対象に、
LSA（ライフサポートアドバイザー：生活援
助員）による日常の生活指導や安否確認などの
サービスが受けられ、かつ、高齢者の生活特性
に配慮した設備・仕様を備えた公共賃貸住宅の
供給を推進しており、建設費等の補助を行って
いる。平成１９年度末現在、８２１団地、２万１，９９４
戸を管理している。また、民間の土地所有者等
が供給する高齢者向け優良賃貸住宅や高齢者専
用賃貸住宅等についても、生活援助員の派遣に
対し支援を行っている（図２－３－３２）。
平成１８年度から、一定の要件を満たし都道府

県知事に届け出た高齢者専用賃貸住宅を介護保
険法の特定施設として取り扱うこととなり、さ

○ 趣旨
・高齢者が居住する住宅において、加齢等に伴って
身体機能の低下が生じた場合にも、高齢者がその
まま住み続けることができるような住宅の設計に
関する指針を定めるもの。

○ 主な内容
・玄関、便所、浴室、居間、高齢者等の寝室等はで
きる限り同一階に配置

・住戸内の床は、原則として段差のない構造
・階段、浴室、便所には手すりを設置、玄関、脱衣
室等には手すりの設置又は設置準備

・通路、出入口は、介助用車いすの使用に配慮した
幅員（通路７８cm以上、出入口７５cm以上）
・階段の勾配、形状等の安全上の配慮
・便所、浴室は、できる限り介助可能な広さの確保

表２－３－３１ 高齢者が居住する住宅の設
計に係る指針の概要

資料：国土交通省



資料：国土交通省

公共賃貸住宅
（公営住宅等）

高齢者向けの住宅
　手すり、緊急通報システム設置等設　

計

安否の
確認

緊急時
の対応

一時的な
家事援助

生
活
支
援

サ
ー
ビ
ス

生活援助員の常駐等
によりサービス提供

高齢者
生活相談所

住宅行政

派　遣

連　携

福祉施設との
連携デイ

サービス
センター
　　　等

福祉行政

らに一定の人員基準等を満たした場合には特定
施設入居者生活介護の指定を受けられることと
して、連携を図っている。
また、高齢者住宅対策など、地域特性に応じ

た住宅対策の目標、具体的施策の展開方針等を
内容とする地方公共団体による住宅マスタープ
ランの策定に対して補助を行っている。

（２）ユニバーサルデザインに配慮したまちづ
くりの総合的推進

平成２０年３月には、「バリアフリーに関する
関係閣僚会議」において、「バリアフリー化推
進要綱」を改定し、「バリアフリー・ユニバー
サルデザイン推進要綱」を決定した。バリアフ
リー・ユニバーサルデザインの推進に関する政
府の基本的な方針である新しい要綱において
は、「バリアフリー」と併せて新しい施設の整

備等に際しては「ユニバーサルデザイン」を推
進することの重要性を明確に位置付け、名称を
「バリアフリー・ユニバーサルデザイン推進要
綱」に変更した。さらに、今後の取組方針とし
て、生活者・利用者の視点に立った施策の展開
を明記するとともに、各分野において、施策を
効果的に推進しその進捗状況を明らかにするた
め、おおむね５年間を対象とした目標を設定し
ている。

ア 高齢者に配慮したまちづくりの総合的推進
高齢者等すべての人が安全・安心に生活し、

社会参加できるよう、自宅から交通機関、まち
なかまでハード・ソフト両面にわたり連続した
バリアフリー環境の整備を推進する必要があ
る。このため、高齢者に配慮したまちづくりを
総合的に推進し、地域全体を面的に整備してい

図２－３－３２ シルバーハウジング・プロジェクトの概念図
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る（表２－３－３３）。

イ 公共交通機関のバリアフリー化、歩行空間
の形成、道路交通環境の整備

（ア）バリアフリー新法に基づく公共交通機関
のバリアフリー化の推進

公共交通機関のバリアフリー化については、
平成１２年１１月に施行された「高齢者、身体障害
者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の
促進に関する法律」（平成１２年法律第６８号。以
下「交通バリアフリー法」という。）に基づく
取組みが行われてきたが、「高齢者、障害者等
の移動等の円滑化の促進に関する法律」（平成
１８年法律第９１号。以下「バリアフリー新法」と
いう。）においても、公共交通事業者等に対し
て、鉄道駅等の旅客施設の新設、大改良及び車
両等の新規導入に際しての移動等円滑化基準へ
の適合を義務付けている。既設の旅客施設・車
両等についても移動等円滑化基準に適合するこ
とに努めなければならないこととしている。

（イ）ガイドライン等の策定
公共交通機関の旅客施設、車両等について、

バリアフリー化の望ましい内容を示し、交通事
業者等がバリアフリー化を進める際の目安とし
てもらうことにより、利用者にとってより望ま
しい公共交通機関のバリアフリー化が進むこと
が期待される。旅客施設については、平成１３年
８月に策定された「公共交通機関旅客施設の移

動円滑化整備ガイドライン」について、バリア
フリー新法及び公共交通移動等円滑化基準の施
行を契機に必要な見直しを行い、１９年７月に
「公共交通機関の旅客施設に関する移動等円滑
化整備ガイドライン」を策定し、これに基づき
バリアフリー化を実施してきた。
車両等については、平成１２年１２月に策定した

「旅客船バリアフリー～設計マニュアル～」
（１９年８月には、必要な見直しを行った「旅客
船バリアフリーガイドライン」を策定）、１３年
３月に策定した「公共交通機関の車両に関する
モデルデザイン」（１９年７月には、必要な見直
しを行った「公共交通機関の車両等に関する移
動等円滑化整備ガイドライン」を策定）、１５年
３月に策定した「次世代普及型ノンステップバ
スの標準仕様」に基づきそれぞれバリアフリー
化を進めてきた。このうちノンステップバスに
ついては、１６年１月に標準仕様ノンステップバ
スの認定制度を創設した。
さらに、歩行空間について、バリアフリー新

法に基づく道路の移動等円滑化基準の具体的な
考え方等を解説した「道路の移動等円滑化整備
ガイドライン（平成１４年１２月策定、２０年２月改
訂）」を踏まえ、バリアフリー化を推進してい
る。また、重点整備地区以外の歩道において
も、バリアフリーの観点を踏まえた整備を行う
ため、「歩道の一般的構造に関する基準」（国土
交通省都市・地域整備局長、道路局長通達）を
１７年２月に改正した。

事業の名称 事 業 の 概 要

バリアフリー環境整備促進
事業

高齢者に配慮したまちづくりの推進を図り、高齢者の社会参加を促進するため、市街地にお
ける高齢者等の快適かつ安全な移動を確保するための施設の整備、高齢者等の利用に配慮した
建築物の整備等を行う。

共生のまちづくり推進 地方公共団体が行う、高齢者、障害者、児童などすべての人が自立していきいきと生活し、
人と人との交流が深まる共生型の地域社会を実現するための取組に対し、支援を行う。

表２－３－３３ 高齢者に配慮したまちづくりの総合的な推進

資料：国土交通省、総務省



（ウ）公共交通機関のバリアフリー化に対する
支援

高齢者の移動等円滑化を図るため、駅・空港
等の公共交通ターミナルのエレベーターの設置
等の高齢者の利用に配慮した施設の整備、ノン
ステップバス等の車両の導入などを推進してい
る（表２－３－３４）。
鉄道駅、バスターミナル、旅客船ターミナ

ル、航空旅客ターミナルにおけるエレベーター
等バリアフリー施設の整備については、補助や
日本政策投資銀行等による低利融資による支援
を行うとともに、鉄道駅におけるエレベーター
等の設置について、税制上の特例措置を講じて
いる。
また、ノンステップバス、低床型路面電車等

の車両の導入に対しては、補助及び日本政策投
資銀行等による融資を行っているほか、ノンス

テップバス、リフト付バス・タクシー、スロー
プ付タクシー、低床型路面電車、移動等円滑化
基準に適合する客席数６０席以上の航空機の導入
について、税制上の特例措置を講じている。
そのほか、狭軌の路面電車の超低床を実現す

るため、低床型路面電車（LRT）の狭軌超低
床化に関する技術開発を支援している。

（エ）歩行空間の形成
「社会資本整備重点計画」（平成１５年１０月閣

議決定。計画期間：１５～１９年度）に基づき、交
通事故が多発している住居系地区や商業系地区
で、面的かつ総合的な事故対策を実施すること
により歩行者等の安全通行を確保するあんしん
歩行エリア等において、①幅の広い歩道等の整
備、②歩道の段差解消・勾配等の改善、③上下
移動の負担を軽減するためのスロープや昇降装

１日当たりの平均利用者数
５，０００人以上の旅客施設数

平成１８年度末 １日当たりの平均利用者数
５，０００人以上かつトイレを
設置している旅客施設数

平成１８年度末

段差の解消 視覚障害者
誘導用ブロック 障害者用トイレ

鉄軌道駅 ２，８０１ １，７５８（６２．８％） ２，４８３（８８．６％） ２，６７８ １，４０８（５２．６％）
バスターミナル ４２ ３２（７６．２％） ２８（６６．７％） ３３ ９（２７．３％）
旅客船ターミナル ９ ８（８８．９％） ７（７７．８％） ９ ５（５５．６％）
航空旅客ターミナル ２３ １５（６５．２％） ２１（９１．３％） ２３ ２２（９５．７％）

（１００％注２）

車両等の総数
平成１８年度末

移動等円滑化基準に
適合している車両等

鉄軌道車両 ５１，６１８ １０，３０９（２０．０％）
【２１，５６０（４１．８％）】

低床バス ５８，７３５ １９，４３４（３３．１％）
うちノンステップバス １０，３８９（１７．７％）

旅客船 ９３９ １０８（１１．５％）
航空機 ４９６ ２７０（５４．４％）

表２－３－３４ 高齢者等のための公共交通機関施設整備等の状況

（１）旅客施設のバリアフリー化の状況（注１）

（注１）バリアフリー新法（高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律）に基づく移動等円滑化基準に適合するものの数字。
なお、１日当たりの平均利用者数が５，０００人以上であり高低差５メートル以上の鉄軌道駅において、エレベーターが１基以上設置されて
いる駅の割合は７５．２％、エスカレーターが１基以上設置されている駅の割合は７２．４％となっている。

（注２）航空旅客ターミナルについてのエレベーター・エスカレーター等の設置は、平成１３年３月末までに１００％達成されている。

（２）車両等のバリアフリー化の状況

（注１）「移動等円滑化基準に適合している車両等」は、各車両等に関する移動等円滑化基準への適合をもって算定。
（注２）【 】内は、旧交通バリアフリー法に基づく移動等円滑化基準（基準強化前）に照らした場合の数値である。

（３）福祉タクシーの導入状況
平成１８年度末 ９，６５１両

（タクシー車両総数 ２７３，７４０両）
資料：国土交通省
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置付きの立体横断施設の設置、④歩行者用案内
標識の設置、⑤歩行者等を優先する道路構造の
整備、⑥自転車道等の設置による歩行者と自転
車交通の分離、⑦生活道路における通過交通の
進入及び速度の抑制並びに幹線道路における交
通流の円滑化を図るための信号機、道路標識、
道路構造等の重点的整備、⑧バリアフリー対応
型信号機の整備、⑨歩車分離式信号の運用、⑩
携帯端末を用いて安全な通行に必要な情報提供
及び信号機の青時間の延長を行う歩行者等支援
情報通信システム（PICS）の整備、⑪信号灯
器の LED（発光ダイオード）化を推進し、高
齢歩行者等の安全の確保を図っている。
また、「生活道路事故抑止対策マニュアル」

を活用するなどして、路側帯の拡幅による歩行
者通行環境の整備と車道の中央線抹消による車
両の走行速度の抑制対策を実施している。
また、外周道路を幹線道路に囲まれている等

のまとまりのある住区や中心市街地の街区など
において、一般車両の地区内への流入を制限し
て身近な道路を歩行者・自転車優先とし、併せ
て無電柱化や緑化等の環境整備を行って、交通
安全の確保と生活環境の質の向上を図ろうとす
る「くらしのみちゾーン」を形成するため、平
成２０年１月までに意欲の高い５５地区を登録し、
合意形成支援等ソフト面を含めた支援を実施し
ている。
さらに、積雪や凍結に対し、鉄道駅周辺や中

心市街地等、特に安全で快適な歩行空間の確保
が必要なところにおいて、歩道除雪の充実、消
融雪施設等の冬期バリアフリー対策を実施して
いる。

（オ）道路交通環境の整備
高齢者が安心して自動車を運転し外出できる

よう、ゆとりある道路構造の確保や視環境の向

上、疲労運転の防止等を図るため、生活道路に
おける交通規制の見直し、付加車線「ゆずりあ
い車線」の整備、道路照明の増設、道路標識の
高輝度化・大型化、道路標示の高輝度化、信号
灯器の LED化、「道の駅」等の簡易パーキン
グエリアの整備等、道路交通環境の整備を行っ
ている。

（カ）バリアフリーのためのソフト面の取組
国民一人一人がバリアフリーについての理解

を深めるとともに、ボランティアに関する意識
を醸成し、だれもが高齢者等に対し、自然に快
くサポートできるよう、高齢者等の介助体験・
疑似体験等を内容とする「バリアフリー教室」
の開催等ソフト面での取組を推進している。

ウ 建築物・公共施設等の改善
バリアフリー新法に基づき、高齢者等が円滑

に移動等できる建築物の建築を促進するため、
不特定多数の者又は主に高齢者等が利用する建
築物の一定の新築・増改築・用途変更の際に建
築主に基準への適合義務を課すことにより、建
築物のバリアフリー化を推進している（図２－
３－３５）。また、優良な建築計画については所
管行政庁が認定をすることができ、これにより
認定を受けた一定の建築物については、補助制
度、融資制度、税制上の特例等の支援措置を講
じ、整備の促進を図っている（図２－３－３６）。
さらに、ユニバーサルデザイン等の観点から

配慮が望ましい事項の紹介（乳幼児連れの人へ
の対応、災害時の避難安全確保の在り方、便所
におけるオストメイト（人工肛門保持者等）対
応の在り方、ホテル客室内のきめ細やかな対応
の在り方等）や優れたバリアフリー対応建築物
の具体例の紹介を加えた建築設計標準の普及を
推進している。



資料：国土交通省
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図２－３－３５ バリアフリー化された建築物のイメージ

資料：国土交通省

図２－３－３６ バリアフリー新法に基づく認定実績
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